
第 1章　CEOメッセージ

中期経営計画「Change 2027」の初年度となった2025年3月期、

当社は収益性の大幅な改善を実現し、

計画に基づく重要なマイルストーンを達成しました。

業界再編を見据え競争力のある事業基盤を構築し、

グローバル市場で持続的な成長を可能とする体制を整備しています。

私は、経営トップとしてこの成果に満足することなく、

構造的課題に対して戦略的に取り組み、

次なる成長フェーズへの移行を主導する責任を担っています。

経営判断における最終責任者として、

社員・株主・社会との約束を着実に果たしていくことを、

ここに改めて表明します。

「事業構造改革を通じた持続的成長
 ─Change 2027の実行フェーズへ」

代表取締役社長執行役員

真弓 世紀
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2025 年 3 月期の業績のポイントを振り返ってください

　2025 年 3 月期は、グローバル自動車市場が回復基調を維持する一方で、中国

系の EV 専業メーカーの台頭が業界構造を根底から揺るがした年でした。EV 需

要の急拡大により、日系・欧米系 OEM は中国市場で競争力を失い、現地 EV 専

業メーカーにシェアを急速に奪われる状況となりました。これは、当社の主要顧客

である OEM の業績に直接的な影響を及ぼし、当社自身も厳しい事業環境に直面

しました。

　しかし、私たちはこの変化を単なる逆風とは捉えず、事業構造を抜本的に見直

す契機と位置付けました。

世界自動車市場の構造変化の影響を避けられず

　こうした急速な市場変化を受け、当社は 2024 年 5 月に中期経営計画「Change 

2027」を策定。最大の柱は、ビジネスポートフォリオと事業構造の転換・組み換

えです。

　主要顧客への依存度の高い既存事業からの脱却を図り、新たな成長領域へのシ

フトを加速させるべく、初年度から実行フェーズに入りました。

　2025 年 3 月期は、主力得意先向け自動車フレームの減産の影響により前期比

減収となりました。特に中国・アジア市場での落ち込みは想定を上回りましたが、

事前に策定した複数シナリオの範囲内であり、想定外ではありません。

「Change 2027」の策定と実行

　利益面では、複数の構造改革施策が奏功し、計画を大幅に上回る成果を上げま

した。

　前期に計上した減損損失の剥落、償却負担の減少、製造コストの徹底的な圧縮、

販売価格の適正化──これらを複合的に実行した結果、3 期連続の営業赤字から

一気に黒字転換を果たしました。

　特筆すべきは、粗利益率の顕著な改善です。生産能力のダウンサイジングとコ

ア事業への「選択と集中」により、固定資産の圧縮と付加価値の向上を同時に実現。

営業利益率は 5％を突破し、IFRS 移行後の 10 年間で最高水準となりました。

　これらの成果は、偶発的な環境要因によるものではなく、前期から前倒しで進

めてきた改革の成果です。

　しかし、これはまだ序章にすぎません。赤字からの回復は第一歩であり、本格

的な企業価値創造の旅路はこれからが本番です。

　私は、経営トップとしてこの変革を止めることなく、次なる挑戦を主導する責任

を担っています。

黒字転換と収益構造の抜本的改革
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第 1章　CEOメッセージ

　こうした状況下でも、当社の自動車フレーム技術は EV

化の流れの中で競争力を維持しています。軽量化・安全性

能の観点から、むしろ事業機会は拡大しています。

　しかし、技術力だけでは未来は切り拓けません。事業

ポートフォリオを再構築することが不可欠です。

　中期経営計画「Change 2027」は単なる再建計画で

はなく、企業価値創造に向けた挑戦のロードマップです。

　本計画の中核テーマは、「ビジネスポートフォリオ＆事業

構造の転換・組み換え」。その実現に向けて、以下の 3 つ

の方向性を掲げています。

• 利益率重視の成長投資と財務健全化の両立
• 1 社依存からの脱却と顧客基盤の多様化
• 新規事業開発による事業多角化の推進

実行フェーズにおける重点施策

　この戦略を具体化するため、当社は以下の 4 つの重点

施策を実行しています。

　これらを通じて、収益構造の抜本的改革と将来への成長投

資を両立させます。困難な環境下でも、立ち止まることなく前

進し、成果を株主・投資家の皆様に確実に還元していきます。

　直近 1 年の事業環境は、中国市場の EV シフト、米国市

場の成長鈍化、欧州の環境規制強化、そして生成 AI をはじ

めとするデジタル技術の急速な進展と、多面的な変化が交錯

しました。

　私は「Change 2027」を、次の飛躍に向けた変革の布石

と位置付けています。市場の不確実性が高まる今だからこそ、

俊敏な意思決定と強固な財務基盤を武器に、エイチワンは

新たな成長ステージへと突き進みます。

業界構造の激変が計画策定の契機

　2024 年 3 月期まで、当社は 3 期連続で営業赤字を計

上しました。最大の要因は、自動車業界全体に押し寄せ

る構造的変化です。EV 化の加速、カーボンニュートラル

への対応、地政学リスクの高まり、自動車に対する価値観

の変化──これらが設計・製造プロセスだけでなく、業界

の勢力図そのものを塗り替えつつあります。

　中国市場における EV 専業メーカーの台頭は、日系

OEM を含む既存勢力の競争環境を一変させました。こう

した構造変化は、当社の主要顧客にも大きな影響を及ぼ

し、当社自身の事業構造の見直しを迫る契機となりました。

1.  グループ経営管理の強化
2.  既存事業の採算性改善
3.  高利益率製品への選択と集中
4.  技術・開発への資源シフト

出所：中国自動車工業会、CEIC

■中国の乗用車販売台数メーカー国別シェア

事業統括本部

ROIC

利益 資本配分
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14.614.614.6
11.211.211.2
6.46.46.4
1.61.61.6
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中国系
日系
韓国系

ドイツ系
米系
フランス系

取組実績施策項目

Change2027 進捗サマリー

経営スピードと
グループガバナンスの強化グループ

経営管理
の強化

既存事業の
採算性改善

利益率の
高い製品へ
選択と集中

技術・
開発への
資源シフト

燃料電池用製品
（新規事業）の受注拡大

高付加価値製品
の受注拡大

利益効果の
最大化

投資効率の向上
とリスク評価

固定費削減と
販売価格の適正化

業務プロセス
改革

・経営指標 ⇒ ROIC
・投資評価 ⇒ 投資審議会の設置　　　　　

・生産体制見直し ⇒ 中国・タイ（実行中）　
・販売価格適正化 ⇒ グローバルで実施

・業務取捨選択 
　⇒ 間接部門スリム化

・R&D、営業機能拡充 
　⇒ BPP事業推進部新設 

・新規商権獲得 
　⇒ グローバル営業機能新設 

・事業体制見直し 
　⇒インド（完了）、日本（実行中）　

・収益責任と権限明確化 ⇒ 事業本部制 
・意思決定スピード ⇒ 権限移譲

売上収益

営業利益

ROIC

ROE

ヘッドクォーター機能

事業別の収益、
権限、 責任を明確化

地域別の事業本部として
位置付け、収益、
権限、 責任を明確化

経営上の重要な投融資に
関する事項について審議

2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期

2,255 億円

△92億円

-

△9.9%

2,327 億円

△188億円

△17%

△35.0%

2,281 億円

118億円

7.1%

18.0%

◆生産体制の見直し

生産能力：180万台/年　従業員数：約1,700名/年

90万台/年
約1,000名/年

△50％ △40％ △100％ △34％

18万台/年
約500名/年

Belrise Industries
LTD社へ
事業譲渡

50万台/年
約380名/年

生産能力：30万台/年　従業員数：約600名/年 生産能力：75万台/年　従業員数：約550名/年

郡山グレーター
ノイダ

タプカラ

広州

武漢
前橋

太田

生産能力：30万台/年　従業員数：約1,000名/年

アジア…溶接ライン集約(‘24年12月～) アジア…事業譲渡 (～‘25年3月)中国…溶接ライン集約(‘24年12月～) 日本(東地区)…工場再編(‘26年3月～)
◆事業体制の見直し

見直し前 見直し後 見直し前 見直し後 見直し前 見直し後 見直し前 見直し後

2026年3月期予想

2,200 億円

135億円

7%以上

10%以上

投資審議会

開発事業本部

日本事業本部

北米事業本部

中国事業本部

アジア事業本部

中期経営計画「Change 2027」の方向性を教えてください

詳細は P21-23「中期経営計画　Change 2027」をご参照ください。

「Change 2027」が描く
戦略的方向性
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置付けであり、事業譲渡後は技術提供を通じて収益を確

保する「資本効率型ビジネスモデル」へと移行します。

　「Change 2027」最終年度（2027 年 3 月期）の目標

は以下の通りです。

　これらの目標は、当社のオーガニック成長（M&A に依ら

ない自律的成長）における基盤であり、長期的な成長戦略

における通過点と位置付けています。私の視野には「売上収

計画を上回る業績改善

　中期経営計画「Change 2027」の初年度は、固定費

削減や選択と集中による付加価値向上が奏功し、業績

は計画を上回る水準で推移しました。特に ROIC および

ROE の改善は顕著であり、資本効率の向上に向けた施策

が着実に成果を上げていることを示しています。

生産・事業体制を見直す

　急速に変化する中国・アジア市場への対応として、生産・

事業体制の見直しを前倒しで実施しました。以下の施策に

より、資本効率と収益性の向上を図っています。

　なお、中国における能力削減は市場撤退を意味するも

のではありません。当社の技術は現地 EV 専業メーカーや

スタートアップから高く評価されており、今後の受注拡大

の余地は十分にあります。インド市場も引き続き重要な位

益 1 兆円チャレンジ」という次なる成長目標が入っていま

す。さらなる成長の原資であるリソースを最大限に活用し、

より効率の高い経営を追求し、グローバル競争に打ち勝つた

め―― そして何より、主力得意先をはじめとするお客様の期

待価値をさらに超える、競争力のある魅力的な技術・製品・

一体構造をご提案するためには、周辺のビジネス領域を取り

込みながら規模拡大による事業体力の増強が不可欠だと考

えています。

　将来的な「売上収益 1 兆円チャレンジ」の達成には、オー

ガニック成長のみでは限界があります。現在の市場環境の

変化を好機と捉え顧客基盤の多様化や事業の多角化を加速

させるには、M&A も有効な手法のひとつであると認識して

います。一方、M&A に対しては慎重な見方が存在すること

も事実です。株主のみならず従業員や既存の顧客・取引先

を含むステークホルダーにとって意義のある案件を選定・実

行し、透明性の高いプロセスを通じて理解と信頼を得ること

が重要であると認識しています。

• 中 国：広州・武漢地区の溶接ライン統廃合により
　　　 　約 50％の生産能力を削減
• タ イ ：溶接ライン能力のダウンサイジングを計画中
• インド：2025 年 3 月に Belrise 社へ事業譲渡。
　　　　　同社との戦略的事業提携を構築
• 日　本：東地区を中心に拠点集約を推進

•  売上収益：2,400 億円
•  営業利益：160 億円
•  税引前利益：150 億円
•  ROIC：7％以上
•  ROE：10％以上

「Change 2027」初年度の進捗や成果はいかがでしたか？

■売上収益・営業利益・ROIC・ROE の推移（2023 年 3 月期〜 2025 年 3 月期）

事業統括本部

ROIC

利益 資本配分

7％

投資

株主還元

地域貢献

■日本
■北米
■中国
■アジア

■日本
■米国
■欧州
■その他

38.438.438.4
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41.341.341.3 42.142.142.143.243.243.2 39.239.239.2 38.438.438.4
44.444.444.443.943.943.9

49.949.949.9
56.056.056.0

65.265.265.2

14.614.614.6
11.211.211.2
6.46.46.4
1.61.61.6
0.30.30.3

中国系
日系
韓国系

ドイツ系
米系
フランス系

取組実績施策項目

Change2027 進捗サマリー

経営スピードと
グループガバナンスの強化グループ

経営管理
の強化

既存事業の
採算性改善

利益率の
高い製品へ
選択と集中

技術・
開発への
資源シフト

燃料電池用製品
（新規事業）の受注拡大

高付加価値製品
の受注拡大

利益効果の
最大化

投資効率の向上
とリスク評価

固定費削減と
販売価格の適正化

業務プロセス
改革

・経営指標 ⇒ ROIC
・投資評価 ⇒ 投資審議会の設置　　　　　

・生産体制見直し ⇒ 中国・タイ（実行中）　
・販売価格適正化 ⇒ グローバルで実施

・業務取捨選択 
　⇒ 間接部門スリム化

・R&D、営業機能拡充 
　⇒ BPP事業推進部新設 

・新規商権獲得 
　⇒ グローバル営業機能新設 

・事業体制見直し 
　⇒インド（完了）、日本（実行中）　

・収益責任と権限明確化 ⇒ 事業本部制 
・意思決定スピード ⇒ 権限移譲

売上収益

営業利益

ROIC

ROE

ヘッドクォーター機能

事業別の収益、
権限、 責任を明確化

地域別の事業本部として
位置付け、収益、
権限、 責任を明確化

経営上の重要な投融資に
関する事項について審議

2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期

2,255 億円

△92億円

-

△9.9%

2,327 億円

△188億円

△17%

△35.0%

2,281 億円

118億円

7.1%

18.0%

◆生産体制の見直し

生産能力：180万台/年　従業員数：約1,700名/年

90万台/年
約1,000名/年

△50％ △40％ △100％ △34％

18万台/年
約500名/年

Belrise Industries
LTD社へ
事業譲渡

50万台/年
約380名/年

生産能力：30万台/年　従業員数：約600名/年 生産能力：75万台/年　従業員数：約550名/年

郡山グレーター
ノイダ

タプカラ

広州

武漢
前橋

太田

生産能力：30万台/年　従業員数：約1,000名/年

アジア…溶接ライン集約(‘24年12月～) アジア…事業譲渡 (～‘25年3月)中国…溶接ライン集約(‘24年12月～) 日本(東地区)…工場再編(‘26年3月～)
◆事業体制の見直し

見直し前 見直し後 見直し前 見直し後 見直し前 見直し後 見直し前 見直し後

2026年3月期予想

2,200 億円

135億円

7%以上

10%以上

投資審議会

開発事業本部

日本事業本部

北米事業本部

中国事業本部

アジア事業本部2027年目標と
「売上収益1兆円チャレンジ」
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第 1章　CEOメッセージ

開を見据え、量産体制の整備を進めています。また、E コ

マース業界の大手メーカーには自動倉庫システム向けのバ

スケットを提供しており、すでに一定の成果を上げていま

す。

　本中期計画では「技術・開発への資源シフト」を重点方

針として掲げており、新技術・新規事業への積極的な投資

を通じて、成長の加速を図ります。

利益率と資本配分の考え方

　ROIC7％の確保は、投資家の皆様との重要な約束であ

ると認識しています。利益の活用については、「投資」「株

主還元」「税金（地域貢献）」の 3 分野に均等に配分する

考えです。

　持続可能な成長の実現には、競争力強化や生産能力維

持のための投資が不可欠です。そのためには、付加価値

の高い業務に集中し、採算性の低い案件には慎重に対応

するという収益意識の徹底が求められます。

成長の最大ドライバー：新たな商権獲得

　当社の成長を牽引する最大のドライバーは「新たな商権

の獲得」です。アンダーフレーム分野で培った技術力は、

EV 化の進展に伴い、品質・性能・開発スピード・コスト・

軽量化・強度の各面で高い評価を受けています。

　この既存の強みを活かし、主力得意先には新技術や車

体構造の提案を通じて強固な取引関係を維持することは

もちろん、同時に新規 OEM の開拓を進め、高付加価値

製品の投入や新技術の開発を通じて商権を拡大。相対的

に主力得意先への依存度を引き下げることを目指していま

す。将来的には、日本・米国・欧州でそれぞれ 30％程度

の売上構成比を持つ、バランスの取れた地域ポートフォリ

オの構築を理想としています。

地域別戦略の優先順位

　地域別戦略において最優先は北米です。主力得意先へ

の積極的な戦略的提案と並行して、GM やテスラなど現

地 OEM に対し、当社のコスト競争力を武器に営業活動

を強化し、カナダ・メキシコへの事業展開も視野に入れて

います。

　次に日本市場では、2025 年7月14 日に公表したような

生産構造改革に加え、燃料電池用バイポーラプレート※や自

動車アンダーボディの一体化、STAF® ※（Steel Tube Air 

Forming）加工技術などの高付加価値製品を投入し、新

たな商権獲得を図ります。欧州や成長市場のインドでは、

戦略的な事業提携やビジネスパートナーの開拓、新技術

の活用を通じて OEM との関係構築を進めています。

新規事業による成長の加速

　当社の技術は、自動車フレーム以外の分野にも応用可

能です。精密プレス製品や異業種向け製品を通じて、新た

な事業領域の開拓を進めています。

　例えば、燃料電池用バイポーラプレートはグローバル展

■ 地域別売上ポートフォリオ（現状と目標の比較）

■ ROIC 7％を基点とした資本配分イメージ
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利益効果の
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投資効率の向上
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販売価格の適正化
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中長期ビジョンや戦略については、どのように描いていますか？

※用語解説は P33 をご参照ください。09    エイチワン 統合報告書 2025
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　成長戦略の実現には、キャッシュ創出力の強化と財務

健全性の維持が不可欠です。財務体質を損なうような投

資は避け、資本効率と成長性の両立を重視した意思決定

を行っていきます。

　また、成長戦略をグローバルに展開するためには、多様

な人材の確保と活用が競争力の源泉です。成長戦略の実

行フェーズでは多様な人材を迎え入れる機会も増えていく

と予想しており、その能力を最大限に引き出し、適材適所

で活かすことで、エイチワングループ全体の組織力と対応

力を高めていきます。

　カーボンニュートラルの実現もまた業界共通の課題であ

り、当社にとっては競争優位性を高める事業機会でもあり

ます。EV・FCV 関連製品の研究開発や軽量化技術の開発、

生産効率の向上など、当社の強みを活かした取組みを推

進しています。

　当社はこれらの変化を前向きに捉え、研究開発および

設備投資を重点施策に据え、持続可能な成長基盤の構築

に取り組んでいます。

　また、ガバナンス体制の強化にも注力しており、取締役会

は過半数を社外取締役で構成。多様な視点からの建設的

な議論が行われています。取締役会での議論を真摯に受

け止め、最終的な意思決定と経営責任を自ら担っています。

　業容拡大、人材、サステナビリティ、ガバナンスの各領

域を着実に前進させ、「持続的な成長と企業価値の創造」

を経営の中核方針としてまいります。

企業価値創造に向けて

　事業構造の転換に一定の道筋が見えた今、当社は前向

きな投資フェーズへと移行しています。「変化に対応できな

ければ生き残れない」という強い危機感の下、改革を着実

に進めてきました。今後は、持続可能な成長の実現に向

けて、より積極的な挑戦を重ねてまいります。

　挑戦にはリスクが伴うため、事前の想定と適切なリス

クマネジメントが経営の責務です。EV や地政学的リスク、

環境規制の強化など、業界は複雑かつ不確実な環境に直

面していますが当社はこれを成長機会と捉え、柔軟かつ迅

速に対応することで競争優位性を高めてまいります。 

　当社は「有言実行」の姿勢を貫き、具体的な成果を積み

重ねることで進化を示してまいります。持続的な成長と企

業価値の創造に向け、全力を尽くします。ステークホルダー

の皆様におかれましては、今後ともご理解とご支援を賜り

ますよう、心よりお願い申し上げます。

最後に、ステークホルダーの皆様へメッセージをお願いします

戦略を遂行するうえでの課題やサステナビリティ経営の考え方について教えてください

成長戦略実現に向けた、厳格な
財務規律とグローバル人材の確保

持続的な成長と企業価値の創造を
支える投資とガバナンス
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